
町税
1,310,247千円 

28.7%

使用料及び手数料
53,840千円 1.2%

その他の自主財源
74,265千円  1.6%

地方交付税
1,533,000千円 

33.6%

国庫支出金
442,543千円 

9.7%

譲与税・交付金等
347,400千円

7.7%

県支出金
286,949千円  6.3%

町債
164,900千円  3.6%

民生費
1,583,141千円 

34.7%

総務費
663,467千円 

14.5%

土木費
363,841千円 

8.0%

衛生費
365,963千円

8.0% 教育費
604,424千円 

13.3%

公債費
353,807千円 

7.8%

消防費
299,446千円

6.6%

農林水産業費
154,492千円  3.4%

人件費
1,089,756千円 

23.9%

扶助費
470,473千円 

10.3%

公債費   
353,806千円 

7.8%

普通建設事業費
303,489千円

6.6%

補助費等
1,020,175千円 

22.4%

物件等
620,875千円 

13.6%

繰出金
648,899千円 

14.2%

その他
52,527千円  1.2%

義務的経費
1,914,035千円 

42.0%

その他経費
2,342,476千円 

51.4%

投資的経費
303,489千円 

6.6%

商工費
93,612千円

2.0%
その他

77,807千円  1.7%

自主財源
1,785,208千円 

39.1%依存財源
2,774,792千円 

60.9%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

繰入金
246,856千円

5.4%

繰越金
100,000千円

2.2%

方
交
付
税
、
国
庫
支
出
金
、
町

方
交
付
税
、
国
庫
支
出
金
、
町

債
の
増
等
に
よ
り
、
前
年
度
と

債
の
増
等
に
よ
り
、
前
年
度
と

比
較
し
て
３
億
８
８
５
万
８
千

比
較
し
て
３
億
８
８
５
万
８
千

円
増
加
し
て
い
ま
す
。

円
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
、
自

　
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
、
自

主
財
源
が

主
財
源
が
3939
・
１
％
、
依
存
財

・
１
％
、
依
存
財

源
が
源
が
6060
・
９
％
と
な
っ
て
い
ま

・
９
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
歳
入
に
占
め
る
自
主
財
源

す
。
歳
入
に
占
め
る
自
主
財
源

の
割
合
が
高
い
ほ
ど
、
町
の
自

の
割
合
が
高
い
ほ
ど
、
町
の
自

主
性
が
高
ま
り
、
財
政
も
安
定

主
性
が
高
ま
り
、
財
政
も
安
定

し
ま
す
。

し
ま
す
。

一
般
会
計
歳
出

　
歳
出
に
占
め
る
割
合
の
最
も

　
歳
出
に
占
め
る
割
合
の
最
も

大
き
い
民
生
費
は
、

大
き
い
民
生
費
は
、
1515
億
８
３

億
８
３

１
４
万
１
千
円
で
、

１
４
万
１
千
円
で
、
3434
・
７
％

・
７
％

と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

較
し
、
７
２
１
３
万
円
、
４
・

較
し
、
７
２
１
３
万
円
、
４
・

８
％
増
加
し
ま
し
た
。
主
な
要

８
％
増
加
し
ま
し
た
。
主
な
要

因
は
、
保
育
園
や
幼
稚
園
等
に

因
は
、
保
育
園
や
幼
稚
園
等
に

通
う
園
児
を
対
象
と
す
る
給
食

通
う
園
児
を
対
象
と
す
る
給
食

費
の
無
償
化
や
、
後
期
高
齢
者

費
の
無
償
化
や
、
後
期
高
齢
者

医
療
広
域
連
合
へ
の
療
養
給
付

医
療
広
域
連
合
へ
の
療
養
給
付

費
負
担
金
等
が
増
加
し
た
こ
と

費
負
担
金
等
が
増
加
し
た
こ
と

に
よ
る
も
の
で
す
。

に
よ
る
も
の
で
す
。

　
次
に
、
総
務
費
は
、
６
億
６

　
次
に
、
総
務
費
は
、
６
億
６

３
４
６
万
７
千
円
で
、
全
体
の

３
４
６
万
７
千
円
で
、
全
体
の

1414
・
５
％
を
占
め
、
前
年
度
と

・
５
％
を
占
め
、
前
年
度
と

比
較
し
て
６
９
２
万
１
千
円
、

比
較
し
て
６
９
２
万
１
千
円
、

１
・
０
％
減
少
し
ま
し
た
。
こ

１
・
０
％
減
少
し
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
越
生
町
議
会
議
員
選
挙

れ
は
、
越
生
町
議
会
議
員
選
挙

や
埼
玉
県
知
事
選
挙
が
終
了
し

や
埼
玉
県
知
事
選
挙
が
終
了
し

た
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。

た
こ
と
等
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、教
育
費
に
つ
い
て
は
、

　
ま
た
、教
育
費
に
つ
い
て
は
、

６
億
４
４
２
万
４
千
円
で
、
前

６
億
４
４
２
万
４
千
円
で
、
前

年
度
と
比
較
し
、
２
億
３
１
２

年
度
と
比
較
し
、
２
億
３
１
２

９
万
８
千
円
、

９
万
８
千
円
、
6262
・
０
％
増
加

・
０
％
増
加

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
中
央
公

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
中
央
公

民
館
・
体
育
館
の
屋
根
外
壁
等

民
館
・
体
育
館
の
屋
根
外
壁
等

の
改
修
工
事
や
、
小
中
学
校
の

の
改
修
工
事
や
、
小
中
学
校
の

給
食
費
無
償
化
等
が
増
加
し
た

給
食
費
無
償
化
等
が
増
加
し
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
こ
の
ほ
か
、
予
算
額
の
多
い

　
こ
の
ほ
か
、
予
算
額
の
多
い

順
と
し
て
、
衛
生
費
、
土
木
費
、

順
と
し
て
、
衛
生
費
、
土
木
費
、

公
債
費
、
消
防
費
、
農
林
水
産

公
債
費
、
消
防
費
、
農
林
水
産

業
費
、商
工
費
、議
会
費
と
な
っ

業
費
、商
工
費
、議
会
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。

て
い
ま
す
。

　
性
質
別
内
訳
を
見
る
と
、「
義

　
性
質
別
内
訳
を
見
る
と
、「
義

務
的
経
費
」
で
あ
る
人
件
費
、

務
的
経
費
」
で
あ
る
人
件
費
、

扶
助
費
、公
債
費
の
合
計
額
は
、

扶
助
費
、公
債
費
の
合
計
額
は
、

1919
億
１
４
０
３
万
５
千
円
と
な

億
１
４
０
３
万
５
千
円
と
な

り
、歳
出
全
体
の
う
ち

り
、歳
出
全
体
の
う
ち
4242
・
０
％
・
０
％

を
占
め
ま
し
た
。

を
占
め
ま
し
た
。

　
普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の

　
普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の

「
投
資
的
経
費
」
は
、
３
億
３

「
投
資
的
経
費
」
は
、
３
億
３

４
８
万
９
千
円
で
、
前
年
度
と

４
８
万
９
千
円
で
、
前
年
度
と

比
較
し
て
、
１
億
８
０
２
１
万

比
較
し
て
、
１
億
８
０
２
１
万

１
千
円
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

１
千
円
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
全
体
の
う
ち
、
６
・
６
％

歳
出
全
体
の
う
ち
、
６
・
６
％

を
占
め
て
い
ま
す
。

を
占
め
て
い
ま
す
。

　
町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ

　
町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ

る
予
算
額
は

る
予
算
額
は
4242
万
１
１
６
９
円

万
１
１
６
９
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　　

一
人
あ
た
り

町民１人あたりに使われる金額
町民1人あたりの町税

町　民　税
固定資産税
軽自動車税
町たばこ税
入　湯　税

53,359円（44.1%）
58,839円（48.6％）
  3,888円（3.2％）
  4,710円（3.9%）
     221円（0.2％）

議　会　費� 6,529円
総　務　費� 61,279円
民　生　費� 146,222円
衛　生　費� 33,801円
労　働　費　� 8円
農林水産業費� 14,269円

商　工　費� 8,646円
土　木　費� 33,605円
消　防　費� 27,657円
教　育　費� 55,826円
公　債　費� 32,678円
そ　の　他� 649円

421,169円
121,017円

財
政
用
語
の
解
説

一
般
会
計
　
町
の
会
計
の
中
心
を
な

す
も
の
で
、
行
政
運
営
の
基
本
的

な
経
費
を
網
羅
し
て
計
上
し
た
会

計
で
す
。

特
別
会
計
　
特
定
の
歳
入
・
歳
出
を

一
般
の
歳
入
・
歳
出
と
区
別
し
て

個
別
に
処
理
す
る
た
め
に
設
け
ら

れ
た
会
計
で
す
。

自
主
財
源
　
町
税
、
使
用
料
及
び
手

数
料
な
ど
、
町
が
自
主
的
に
収
入

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
財
源
を
言

い
ま
す
。

依
存
財
源
　
地
方
交
付
税
、
国
・
県

支
出
金
、
町
債
な
ど
、
国
や
県
な

ど
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が
交
付

さ
れ
た
り
、
割
り
当
て
ら
れ
た
り

す
る
収
入
を
言
い
ま
す
。

目
的
別
分
類
　
支
出
の
行
政
目
的
を

基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の
で
、

町
の
行
政
目
的
別
の
予
算
の
比
重

を
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

性
質
別
分
類
　
支
出
の
経
済
的
性
質

を
基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の

で
、
財
政
の
健
全
性
や
弾
力
性
を

知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

義
務
的
経
費
　
人
件
費
、
扶
助
費
及

び
公
債
費
な
ど
の
よ
う
に
、
支
出

が
義
務
づ
け
ら
れ
、
任
意
に
削
減

し
に
く
い
経
費
を
言
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
　
普
通
建
設
事
業
費
や

災
害
復
旧
費
の
よ
う
に
、
支
出
の

効
果
が
資
本
形
成
に
向
け
ら
れ
、

施
設
等
が
ス
ト
ッ
ク
と
し
て
将
来

に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ
る
経
費

を
言
い
ま
す
。

33

町税
1,310,247千円 

28.7%

使用料及び手数料
53,840千円 1.2%

その他の自主財源
74,265千円  1.6%

地方交付税
1,533,000千円 

33.6%

国庫支出金
442,543千円 

9.7%

譲与税・交付金等
347,400千円

7.7%

県支出金
286,949千円  6.3%

町債
164,900千円  3.6%

民生費
1,583,141千円 

34.7%

総務費
663,467千円 

14.5%

土木費
363,841千円 

8.0%

衛生費
365,963千円

8.0% 教育費
604,424千円 

13.3%

公債費
353,807千円 

7.8%

消防費
299,446千円

6.6%

農林水産業費
154,492千円  3.4%

人件費
1,089,756千円 

23.9%

扶助費
470,473千円 

10.3%

公債費   
353,806千円 

7.8%

普通建設事業費
303,489千円

6.6%

補助費等
1,020,175千円 

22.4%

物件等
620,875千円 

13.6%

繰出金
648,899千円 

14.2%

その他
52,527千円  1.2%

義務的経費
1,914,035千円 

42.0%

その他経費
2,342,476千円 

51.4%

投資的経費
303,489千円 

6.6%

商工費
93,612千円

2.0%
その他

77,807千円  1.7%

自主財源
1,785,208千円 

39.1%依存財源
2,774,792千円 

60.9%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

繰入金
246,856千円

5.4%

繰越金
100,000千円

2.2%

　
令
和
６
年
第
一
回
定
例
議
会

　
令
和
６
年
第
一
回
定
例
議
会

が
２
月

が
２
月
2929
日
か
ら
開
か
れ
、
令

日
か
ら
開
か
れ
、
令

和
６
年
度
の
当
初
予
算
が
可
決

和
６
年
度
の
当
初
予
算
が
可
決

さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算

さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算

額
は
、

額
は
、
4545
億
６
０
０
０
万
円

億
６
０
０
０
万
円

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
２
億

で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
２
億

８
千
万
円
、
６
・
５
％
の
増
額

８
千
万
円
、
６
・
５
％
の
増
額

と
な
り
ま
し
た
。
一
般
会
計
を

と
な
り
ま
し
た
。
一
般
会
計
を

除
く
４
つ
の
特
別
会
計
の
合
計

除
く
４
つ
の
特
別
会
計
の
合
計

は
、
は
、
3030
億
２
３
２
万
９
千
円
と

億
２
３
２
万
９
千
円
と

な
り
、
公
営
企
業
と
な
る
水
道

な
り
、
公
営
企
業
と
な
る
水
道

事
業
会
計
と
農
業
集
落
排
水
事

事
業
会
計
と
農
業
集
落
排
水
事

業
会
計
の
２
つ
の
公
営
企
業
会

業
会
計
の
２
つ
の
公
営
企
業
会

計
の
合
計
は
、
４
億
４
１
１
４

計
の
合
計
は
、
４
億
４
１
１
４

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
な
お
、

農
業
集
落
排
水
事
業
は
、
令
和

農
業
集
落
排
水
事
業
は
、
令
和

６
年
度
か
ら
地
方
公
営
企
業
法

６
年
度
か
ら
地
方
公
営
企
業
法

の
財
務
規
定
等
を
適
用
す
る
た

の
財
務
規
定
等
を
適
用
す
る
た

め
、
公
営
企
業
と
し
て
取
り
扱

め
、
公
営
企
業
と
し
て
取
り
扱

い
ま
す
。

い
ま
す
。

　
こ
こ
で
は
、
一
般
会
計
を
中

　
こ
こ
で
は
、
一
般
会
計
を
中

心
に
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

心
に
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

ま
す
。一

般
会
計
歳
入

　
町
が
単
独
で
確
保
で
き
る
町

　
町
が
単
独
で
確
保
で
き
る
町

税
な
ど
の
「
自
主
財
源
」
は
、

税
な
ど
の
「
自
主
財
源
」
は
、

1717
億
８
５
２
０
万
８
千
円
と
な

億
８
５
２
０
万
８
千
円
と
な

り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す

り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す

る
と
２
８
８
５
万
８
千
円
減
少

る
と
２
８
８
５
万
８
千
円
減
少

し
て
い
ま
す
。

し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
地
方
交
付
税
、
国
・

　
ま
た
、
地
方
交
付
税
、
国
・

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依

存
財
源
」
は
、

存
財
源
」
は
、
2727
億
７
４
７
９

億
７
４
７
９

万
２
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
地
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令和6年度

予算
一般会計予算額

45億6,000万円

特
別
会
計
予
算

　

会　　計　　名 令和6年度 令和5年度 増減額 増減率

特
別
会
計

公 平 委 員 会 287 287 0 0.0％
農業集落排水事業（法非適） 0 38,181 △ 38,181 皆減
国 民 健 康 保 険 1,437,800 1,441,000 △ 3,200 △ 0.2％
介 護 保 険 事 業 1,344,232 1,275,318 68,914 5.4％
後 期 高 齢 者 医 療 220,010 191,370 28,640 15.0％

計 3,002,329 2,946,156 56,173 1.9％

水
道
事
業

会
計

収 益 的 収 入 306,871 304,381 2,490 0.8％
収 益 的 支 出 297,978 304,221 △ 6,243 △ 2.1％
資 本 的 収 入 29,800 32,236 △ 2,436 △ 7.6％
資 本 的 支 出 83,309 103,501 △ 20,192 △ 19.5％

農
業
集
落
排
水

事
業
会
計

収　 益　 的　 収　 入 59,858 0 59,858 皆増
収　 益　 的　 支　 出 59,853 0 59,853 皆増
資　 本　 的　 収　 入 80 0 80 皆増
資　 本　 的　 支　 出 0 0 0 0.0％

（単位：千円）

※水道事業会計にお
いて、資本的収入
額が資本的支出額
に対して不足する
額53,509千 円は、
過年度損益勘定留
保資金で補てんし
ます。
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